
第1節	 豊かな住生活の実現

	1	 住生活の安定の確保及び向上の促進
本格的な少子高齢社会の到来、人口・世帯数の減少といった社会経済情勢の変化を踏まえ、平成
28年3月に閣議決定した、28年度から令和7年度を計画年度とする住生活基本計画（全国計画）に
おいて、「居住者からの視点」から①結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせ
る住生活の実現、②高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現、③住宅の確保に特に配慮を
要する者の居住の安定の確保、「住宅ストックからの視点」から④住宅すごろくを超える新たな住宅
循環システムの構築、⑤建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新、⑥急増す
る空き家の活用・除却の推進、「産業・地域からの視点」から⑦強い経済の実現に貢献する住生活産
業の成長、⑧住宅地の魅力の維持・向上という8つの目標と基本的な施策を位置づけており、この計
画に基づき、国民それぞれのニーズに合った住生活を提供するとともに、安全・良質で安心できる住
環境の実現に向けて、施策を推進している。

（ 1）目標と基本的施策
①結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現
結婚・出産を希望する若年世帯や子育て世帯が望む住宅を選択・確保できる環境を整備するため、
このような世帯が必要とする質や広さの住宅に、収入等の世帯の状況に応じて居住できるよう支援の
実施を図っている。
また、子どもを産み育てたいという思いを実現できる環境を整備し、希望出生率1.8の実現につな
げるため、世代間で助け合いながら子どもを育てることができる三世代同居・近居の促進等を図って
いる。

②高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現
高齢者が安全に安心して生涯を送ることができるための住宅の改善・供給に向けて、住宅のバリア
フリー化やヒートショック対策を推進するとともに、サービス付き高齢者向け住宅の供給などを推進
している。
さらに、高齢者が望む地域で住宅を確保し、日常生活圏において、介護・医療サービスや生活サー
ビスが利用できる居住環境の実現を図っている。この一環として、終身建物賃貸借制度の一層の活用
のため、省令改正を行い、終身建物賃貸借の認可の要件等を緩和した。

③住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保
住宅を市場において自力で確保することが難しい低額所得者、高齢者、障害者、ひとり親・多子世
帯等の子育て世帯、生活保護受給者、外国人、ホームレス等（住宅確保要配慮者）が、安心して暮ら

第5章 心地よい生活空間の創生

第1節　豊かな住生活の実現

国土交通白書　2019174

第
第
第
　
　
心
地
よ
い
生
活
空
間
の
創
生

Ⅱ



せる住宅を確保できる環境の実現を図っている。

（ア）民間賃貸住宅や空き家を活用した新たな住宅セーフティネット制度
民間賃貸住宅や空き家を活用した新たな住宅セーフティネット制度において、住宅確保要配慮者の
入居を拒まない賃貸住宅（セーフティネット住宅）の登録推進を図るとともに、住宅の改修や入居者
負担の軽減等への支援を行っている。

（イ）公的賃貸住宅の供給
住宅に困窮する低額所得者に対し地方公共団体が供給する公営住宅を的確に支援するとともに、各
地域における居住の安定に特に配慮が必要な高齢者等の世帯を対象とした良質な賃貸住宅の供給を促
進するため、公営住宅を補完する制度として地域優良賃貸住宅制度を位置付けており、これらを含む
公的賃貸住宅の整備や家賃の減額に要する費用等に対して助成を行っている。

	 図表Ⅱ-5-1-1	 	 公的賃貸住宅等の趣旨と実績

趣旨 管理戸数

公営住宅 住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で良質な賃貸住宅を供給 約 216 万戸
（平成 29 年度）

改良住宅 不良住宅地区の住環境改善等に伴い、住宅に困窮する従前居住者向けの公的賃貸住宅を供給 約 14.4 万戸
（平成 29 年度）

都市機構賃貸住宅 大都市地域において、住宅市街地の整備と併せ、民間事業者による十分な供給が困難なファ
ミリー向け賃貸住宅等を中心として、職住が近接した良質な賃貸住宅を供給

約 72 万戸
（平成 30 年度）

公社賃貸住宅 地域の賃貸住宅の需要状況に応じ、良質な賃貸住宅を供給 約 13.2 万戸
（平成 29 年度）

地域優良賃貸住宅 民間の土地所有者等に対し、整備費等及び家賃減額のための助成を行い、高齢者世帯、子育
て世帯等を対象とした良質な賃貸住宅を供給

・特定優良賃貸住宅等
　約 8.1 万戸（平成 29 年度）
・高齢者向け優良賃貸住宅等
　約 4.2 万戸（平成 29 年度）

（注）　1　都市再生機構が管理する賃貸住宅戸数には、高齢者向け優良賃貸住宅等を含む。
2　公社賃貸住宅の管理戸数には、特定優良賃貸住宅等及び高齢者向け優良賃貸住宅等を含まない。
3　平成19年度に、特定優良賃貸住宅制度と高齢者向け優良賃貸住宅制度を再編して、地域優良賃貸住宅制度を創設した。

資料）国土交通省

（ウ）民間賃貸住宅の活用
高齢者、障害者、外国人、子育て世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公
共団体、不動産関係団体、居住支援団体等により構成される居住支援協議会（平成30年度末時点で
82協議会（47都道府県・35市区町）が設立。）や改正住宅セーフティネット法に基づく居住支援法
人を通じ、住宅の情報提供、相談サービス等の居住支援等を行っている。

④住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築
既存住宅流通市場の活性化は、住宅ストックの有効活用、市場拡大による経済効果の発現、ライフ
ステージに応じた住みかえの円滑化による豊かな住生活の実現等の観点から重要であり、既存住宅の
質の向上、良質な既存住宅が適正に評価される市場の形成、既存住宅を安心して取引できる環境の整
備に向けた施策を展開している。
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（ア）既存住宅の質の向上
「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、住宅の構造や設備について、一定以上の耐
久性、維持管理容易性等の性能を備えた住宅（「長期優良住宅」）の普及を図っている（29年度新築
認定戸数：106,611戸）。また、28年度から、既存住宅の増築・改築に係る長期優良住宅の認定制度
を開始した（29年度増改築認定戸数：296戸）。
さらに、既存住宅の長寿命化や耐震化、省エネ性能の向上等を図るリフォームに対して補助・税制
面での支援を行っている。

（イ）良質な既存住宅が適正に評価される市場の形成
我が国の住宅は、築後20～25年程度で市場価値がゼロとなる取り扱いが一般的となっており、こ
の慣行を是正し、良質な既存住宅が適正に評価される環境を整備することが重要である。
そのため、宅地建物取引業者や不動産鑑定士の適正な評価手法の普及・定着を進め、建物の性能や
リフォームの状況が評価に適切に反映されるよう取り組んでいる。
また、良質な住宅ストックが適正に評価される市場環境を整備するため、住宅ストックの維持向
上・評価・流通・金融等の仕組みを一体的に開発・普及等する取組みに対し支援を行っている。

（ウ）安心して取引できる環境の整備
「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、新築住宅の基本構造部分に係る10年間の瑕疵
担保責任を義務付けるとともに、新築住宅及び既存住宅に対し、耐震性、省エネ対策、劣化対策等、
住宅の基本的な性能を客観的に評価し、表示する住宅性能表示制度を実施している。
また、平成28年に改正された「宅地建物取引業法」（平成30年4月施行）に基づき、宅地建物取
引業者が専門家による建物状況調査（インスペクション）の活用を促すなど、消費者が安心して既存
住宅を取引できる市場環境の整備を推進した。
さらに、「住みたい」「買いたい」既存住宅を選択できるようにするため耐震性等の一定の要件を満
たす既存住宅に対し、国が商標登録したロゴマークを事業者が広告時に使用することを認める「安心
R住宅」制度について平成30年4月より標章の使用を開始した。

⑤建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新
住宅投資は経済波及効果が大きく、内需の柱として、その果たす役割は重要である。耐震性を充た
さない住宅を建て替えるなど、古いストックを更新するとともに、バリアフリー化されていない住宅
等のリフォームを進めることで、耐震性、断熱などの省エネ性、耐久性の向上を促進するなど、質の
向上に向けた住宅投資を推進している。
また、住宅団地の再生促進に向け、複数棟型のマンション敷地売却制度や再開発の枠組みを活用し
た住宅団地再生マニュアルを平成30年3月に整備した。

（ア）消費者が安心してリフォームができる市場環境の整備
住宅リフォームを検討する消費者は、費用や事業者選びに関して不安を有しており、これを取り除
くことが住宅リフォーム市場の拡大には必要である。
このため、「住まいるダイヤル」（（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター）における電話
相談業務及び具体的な見積書についての相談を受ける「リフォーム無料見積チェックサービス」、各
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地の弁護士会における「専門家相談制度」等の取組みを進めている。
また、施工中の検査と欠陥への保証がセットになったリフォーム瑕疵保険制度や、マンション大規
模修繕工事を対象とした大規模修繕工事瑕疵保険制度による消費者が安心してリフォームができるよ
うな取組みを進めており、保険に加入できる一定の要件を満たす事業者は（一社）住宅瑕疵担保責任
保険協会のウェブサイトで公開されるため、消費者は事業者選びの参考とすることができる。
さらに、「住宅リフォーム事業者団体登録制度」において、住宅リフォーム事業者の業務の適正な
運営の確保及び消費者への情報提供等を行うなど、一定の要件を満たす住宅リフォーム事業者の団体
を国が登録することにより、住宅リフォーム事業の健全な発達及び消費者が安心してリフォームを行
うことができる環境の整備を図っている。

⑥急増する空き家の活用・除却の推進
平成27年5月に全面施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づく市区町村の地
域の実情に応じた空家等対策計画の策定を促進し（848市区町村策定済み（平成30年10月1日時
点））、空き家や空き建築物の活用・除却等を推進するとともに、住宅としての流通活性化に取り組ん
でいる。

⑦強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長
強い経済の実現に貢献できるよう、良質な木造住宅・建築物の整備促進や大工技能者等の担い手の
育成支援、CLT（直交集成板）等新たな技術の開発と普及、IoTの活用等の住生活に関連する新しい
ビジネス市場の創出・拡大など、住生活産業の成長の促進を図っている。

⑧住宅地の魅力の維持・向上
地域の自然、歴史、文化その他の特性に応じて、個々の住宅だけでなく、居住環境やコミュニティ
をより豊かなものにすることを目指し、密集市街地の改善整備等による住宅地の安全性の向上や豊か
なコミュニティの形成を進めるなど、住宅地の魅力の維持・向上を図っている。

（ 2）施策の総合的かつ計画的な推進
①住宅金融
消費者が、市場を通じて住宅を選択・確保するためには、短期・変動型や長期・固定型といった多
様な住宅ローンが安定的に供給されることが重要である。
民間金融機関による相対的に低利な長期・固定金利住宅ローンの供給を支援するため、（独）住宅
金融支援機構では証券化支援業務を行っている。当業務には、民間金融機関の住宅ローン債権を集約
し証券化するフラット35（買取型）と民間金融機関自らがオリジネーター注

注1となって行う証券化を支
援するフラット35（保証型）がある。証券化支援業務の対象となる住宅については、耐久性等の技
術基準を定め、物件検査を行うことで住宅の質の確保を図るとともに、証券化支援業務の枠組みを活
用し、耐震性、省エネルギー性、バリアフリー性及び耐久性・可変性の4つの性能のうち、いずれか
の基準を満たした住宅の取得に係る当初5年間（長期優良住宅等については当初10年間）の融資金

注注1	 資産流動化の仕組みにおいて流動化の対象となる資産を保有している企業。オリジネーターは、債権や不動産などの資
産を特定目的会社に譲渡するなどして資産を証券化することで資金調達を行う。
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利を引き下げるフラット35Sを実施している。
また、同機構は、災害復興住宅融資やサービス付き高齢者向け賃貸住宅融資等、政策的に重要でか
つ民間金融機関では対応が困難な分野について、直接融資業務を行っている。

②住宅税制
令和元年度税制改正において、既存住宅流通・リフォーム市場の活性化を図るため、買取再販事業
者により一定の質の向上が図られた既存住宅を取得した場合の不動産取得税の特例措置を2年間延長
するとともに、省エネ改修を行う場合について所要の要件の合理化を行った。また、空き家の発生の
抑制を図るため、相続人が取得した古い空き家を除却又は耐震リフォームを行ったうえで譲渡した場
合の譲渡所得の特例措置を4年間延長するとともに、平成31年4月1日以降の譲渡において、被相
続人が相続の開始の直前に老人ホーム等に入所していた場合も、被相続人が要介護認定を受けていた
こと等の一定の要件を満たせば本特例措置の適用対象となるよう拡充を行った。

（ 3）消費税率引上げを踏まえた住宅取得対策について
令和元年10月1日に予定されている消費税率の引上げを踏まえ、需要変動の平準化、景気変動の
安定化のための対策として、住宅ローン減税の控除期間の10年から13年への延長および一定の性能
を満たす住宅への新たなポイント制度の創設を追加的に行うこととする。既に措置することが決定し
ているすまい給付金の拡充などの対策とあわせて、経済に影響を及ぼすことのないよう、万全を期
す。

	2	 良好な宅地の供給及び活用
（ 1）地価の動向
平成31年地価公示（31年1月1日時点）の結果は、全国の平均変動率では、全用途平均・商業地
は4年連続、住宅地は2年連続で上昇し、いずれも上昇幅が拡大し上昇基調を強めている。三大都市
圏の平均変動率をみると、全用途平均・住宅地・商業地いずれも各圏域で上昇が継続し、上昇基調を
強めている。地方圏の平均変動率をみると、全用途平均・住宅地が27年ぶりに上昇に転じた。商業
地は2年連続で上昇し、上昇基調を強めている。特に、札幌市・仙台市・広島市・福岡市の4市平均
でみると、住宅地・商業地ともに三大都市圏を上回る上昇を示した。

（ 2）宅地供給の現状と課題
人口・世帯の動向を踏まえた宅地施策を着実に推進している。具体的には、宅地開発に関連して必
要となる公共施設の整備を支援すること等により、良好な居住環境を備えた宅地の供給を促進してい
る。

（ 3）定期借地権の活用
借地契約の更新が無く、定められた契約期間で確定的に借地契約が終了する定期借地権は、良好な
住宅取得を低廉な負担で実現する上で有効な制度である。
同制度の円滑な普及に向け、「公的主体における定期借地権の活用実態調査」を行っている。
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（ 4）ニュータウンの再生
高度成長期等において大都市圏の郊外部を中心に計画的に開発された大規模な住宅市街地（ニュー
タウン）は、急速な高齢化及び人口減少の進展を背景に地域の活力の低下等の課題を抱えており、老
朽化した住宅・公共施設の更新や生活を支える機能の充実等を通じて、誰もが暮らしやすい街へと再
生を進めていく必要がある。
また、ニュータウンの再生に資するよう、地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させ
るための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組みを推進するため、地方公共団体、民間事業
者等からなる「住宅団地再生」連絡会議を設立し、推進の手法や取組み事例に関する情報提供及び意
見交換等を行っている。

第2節	 快適な生活環境の実現

	1	 緑豊かな都市環境の形成
都市公園等については、人々のレクリエー
ションの空間となるほか、良好な都市環境の形
成、都市の防災性の向上、地域の観光拠点・賑
わい拠点など多様な機能を有する都市の根幹的
な施設であり、全国の国営公園の計画的な整備
のほか、地方公共団体による都市公園等の整備
を社会資本整備総合交付金等により支援してい
る。
また、平成28年4月の社会資本整備審議会
の「新たな時代の都市マネジメント小委員会」
において、今後の都市公園等のあり方として、
ストック効果の向上、官民連携の加速、都市公
園等の一層柔軟な活用等の方針が示された。
29年度末現在の都市公園等整備状況は、109,229箇所、約126,332haとなっており、一人当たり
都市公園等面積は約10.5m2となっている。また、国営公園については、30年度の年間利用者数が約
4,055万人となっており、17箇所で整備及び維持管理を行っている。
都市における緑地等については、地球温暖化や生物多様性の保全等の地球環境問題への適切な対
応、良好な自然的環境の保全・創出による緑豊かな都市環境の実現を目指し、市町村が策定する緑の
基本計画等に基づく取組みに対して、財政面・技術面から総合的に支援を行っている。
また、緑地と農地が調和した良好な都市環境の形成や都市農業の有する多様な機能の発揮に資する
取組みについて調査を実施するなど、都市と緑・農が共生するまちづくりの実現に向けた取組みを進
めている。併せて、緑に関する普及啓発として、全国「みどりの愛護」のつどいや全国都市緑化フェ
ア等の行事等を開催するとともに、緑化を進める方々への各種表彰や、企業自らの緑化・緑地保全に
対する取組みの評価・認証等、様々な施策を展開している。
緑豊かな都市環境の形成をより一層図るためには、公園、緑地、農地等のオープンスペースの多面
的な機能の発揮が必要であり、一人当たり公園面積が少ない地域の存在や、公園施設の老朽化の進

	 図表Ⅱ-5-2-1	
	 観光振興の拠点となっている国営
ひたち海浜公園のみはらしの丘
（茨城県ひたちなか市）

資料）国土交通省
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行、都市の貴重な緑地である都市農地の減少など様々な課題への対応が必要とされている。また、
28年5月には、都市農業振興基本計画を閣議決定し、都市政策上、都市農地の位置付けを都市に「あ
るべきもの」へと転換し、必要な施策の方向性を示したところである。
これらを背景に、都市における緑地の保全及び緑化の推進並びに都市公園の適切な管理を一層推進
するとともに、都市内の農地の計画的な保全を図ることにより、良好な都市環境の形成に資すること
を目的として、NPO法人等の民間主体が空き地等を活用し、公園と同等の緑地空間を整備して、住
民に公開する市民緑地設置管理計画の認定制度や、公園施設の設置又は管理を行うことができる者を
公募により決定する制度、農業と調和した良好な住環境を保護するための田園住居地域制度の創設、
生産緑地地区の面積要件の緩和等を内容とする「都市緑地法等の一部を改正する法律」が29年5月
に公布され、平成30年4月1日までに施行されたことから、市民緑地設置管理計画の認定制度の担
当者会議を開催するとともに、各制度を活用した都市農地の保全について地方自治体へ周知・徹底に
努めた。

	2	 歩行者・自転車優先の道づくりの推進
①人優先の安全・安心な歩行空間の形成
安全・安心な社会の実現を図るためには、歩行者の安全を確保し、人優先の安全・安心な歩行空間
を形成することが重要である。特に通学路について、平成24年度に実施した緊急合同点検の結果等
を踏まえ、学校、教育委員会、道路管理者、警察などの関係機関が連携して、歩道整備、路肩のカ
ラー舗装、防護柵の設置等の交通安全対策を実施するとともに、「通学路交通安全プログラム」等に
基づく定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の取組みにより、子どもの安全・安心を確保す
る取組みを推進している。
その他、交通が著しくふくそうする道路又は幅員が著しく狭い道路について、電柱が車両の能率的
な運行や歩行者の安全かつ円滑な通行の支障となっているときは、道路上における電柱の占用を禁止
する取組みを実施している。

②安全で快適な自転車利用環境の創出
過去10年間で自転車が関係する事故件数は、概ね半減しているが、自転車対歩行者の事故件数は
約1割の減少にとどまっている状況であり、より一層安全で快適な自転車の利用環境整備が求められ
ている。このため、警察庁と共同で「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の周知を図っ
ている。また、平成30年6月に閣議決定された自転車活用推進計画に基づき、自転車ネットワーク
計画の作成や車道通行を基本とする自転車通行空間の整備を一層推進するとともに、自転車の交通
ルール遵守の効果的な啓発や、自転車を活用した地域の観光振興に資する情報発信等、自転車の活用
の推進に関する取組みを進めている。

③質の高い歩行空間の形成
歩くことを通じた健康の増進や魅力ある地域づくりのため、豊かな景観・自然、歴史的事物等を結
ぶ質の高い歩行空間の形成を目的とした歩行者専用道路及び休憩施設の整備等を支援している。
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④わかりやすい道案内の推進
地理に不案内な歩行者等に対して、目的地へのわかりやすい道案内に取り組んでいる。

⑤柔軟な道路管理制度の構築
自動車交通の一層の円滑化と安全に加え、安全な歩行空間としての機能や地域のにぎわい・交流の
場としての機能等の道路が有する多様な機能を発揮し、沿道住民等のニーズに即した柔軟な道路管理
ができるよう、（ア）指定市以外の市町村による国道又は都道府県道の歩道の新設等の特例、（イ）市
町村による歩行安全改築の要請制度、（ウ）NPO等が設置する並木、街灯等に係る道路占用の特例、
（エ）道路と沿道施設を一体的に管理するための道路外利便施設の管理の特例、（オ）道路協力団体が
設置する施設等に係る道路占用の特例、（カ）道を活用した地域活動における道路占用許可の弾力的
な運用等を実施している。

第3節	 利便性の高い交通の実現
（ 1）都市・地域における総合交通戦略の推進
安全で円滑な交通が確保された集約型のまちづくりを実現するためには、自転車、鉄道、バス等の
輸送モード別、事業者別ではなく、利用者の立場でモードを横断的にとらえる必要がある。このた
め、地方公共団体が公共交通事業者等の関係者からなる協議会を設立し、協議会において目指すべき
都市・地域の将来像と提供すべき交通サービス等を明確にした上で、必要となる交通施策やまちづく
り施策、実施プログラム等を内容とする「都市・地域総合交通戦略」を策定（平成31年3月現在
107都市で策定・策定中）し、関係者がそれぞれの責任の下、施策・事業を実行する仕組みを構築す
ることが必要である。国は、同戦略に基づき実施されるLRT注注1等の整備等、交通事業とまちづくりが
連携した総合的かつ戦略的な交通施策の推進を支援することとしている。

（ 2）公共交通の利用環境改善に向けた取組み
地域の公共交通について、バリアフリー化されたまちづくりの一環として、より制約の少ないシス
テムの導入等、地域公共交通の利用環境改善を促進するために、LRT、BRT、ICカードの導入等を支
援している。平成30年度においては、愛知環状鉄道でICカードシステムの導入等が行われている。

（ 3）都市鉄道ネットワークの充実
大都市圏における鉄道の通勤・通学時の混雑は、新線整備、複々線化、車両の長編成化等の取組み
の結果、大きく改善しているものの、一部の路線では混雑率が180％を超えるなど依然として混雑率
は高く、引き続き混雑緩和に取り組む必要がある。平成30年3月には、特定都市鉄道整備積立金制
度を活用した小田急小田原線の複々線化事業が完了し、同路線のピーク時間帯混雑率は192％から
151％に減少した（平成30年度調査）。なお、平成30年より、東京圏の主要31路線等について、
ピーク時の前後の時間帯（ピークサイド）各1時間の混雑率を新たに公表している。
また、既存の都市鉄道ネットワークを有効活用しつつ、速達性の向上を図ること等を目的とする都

注注1	 Light Rail Transit の略で、低床式車両（LRV）の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達性、快適性
などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システム
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市鉄道等利便増進法を活用し、神奈川東部方面線（相鉄～JR・東急直通線）の整備を進めるなど、
利用者の利便性向上に向けた取組みを進めている。
平成28年4月には交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」が取
りまとめられ、国際競争力の強化に資する都市鉄道等、東京圏の都市鉄道が目指すべき姿が示された
ところであり、その実現に向けた取組みを推進していく。

	 図表Ⅱ-5-3-1	 	 三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移（指標：昭和50年度＝100）
（名古屋圏）（大阪圏）（東京圏）

221 
214 

212 

202 

197 

183 

171 

171 167 
166 

164 
165 

165 
165 

164
165

163 

124 

136 

149 

156 
161 

164 

162 
162 

163 
163 

163 
162 

162 
162 

161 

166 

121

131

137

140
133

127
125

123

122
121

121
121

122
121

121

123

S50 55 60 H
元

5 10 15 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 S50 55 60 H
元

5 10 15 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 S50 55 60H 元 5 10 15 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

205 
204 

192 

175 

173 

157 

146 
139 

137 135 

127 

130 131 
131 

134 
130 

131

116 

125 

139 

152 
155 

158 

159 
159 

159 
158 

158 
162 

162 
161 

161 
164 

115 
117 

119 

128 

118 
113 

108 

106 
105 

97 

100 
103 

103 

105 

102 

105 

230

220

210

200

190

180

170

160

150

140

130

120

110

100

90

80

70

199 
188 

187 

168 

166 

147 

137 

130 
127 124 

123 
122 

124 
123 

124 
125 125

110 

114 

122 

128 
136 

132 
127 125 

127 
126 

124 
122 

122 
122 121 121 

103

107

103

106
100

91
83

80 79 78 76 76 75 75 75 76

230

220

210

200

190

180

170

160

150

140

130

120

110

100

90

80

70

230

220

210

200

190

180

170

160

150

140

130

120

110

100

90

80

70

（％） （％） （％）

：混雑率（％）
：輸送力（指数：昭和50年度＝100）
：輸送人員（指数：昭和50年度＝100）

東京圏　
 大阪圏　

名古屋圏 

31区間
20区間
8区間

資料）（一財）運輸政策研究機構「都市交通年報」等により国土交通省作成
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（ 4）都市モノレール・新交通システム・LRTの整備
少子高齢化に対応した交通弱者
のモビリティの確保を図るととも
に、都市内交通の円滑化、環境負
荷の軽減、中心市街地の活性化の
観点から公共交通機関への利用転
換を促進するため、LRT等の整備
を推進している。平成30年度は、
富山市において東西に走る在来線
の高架化に伴う路面電車の南北接
続化に向けた整備が行われたほ
か、各都市において電停のバリア
フリー化が進められるなど、各都市において公共交通ネットワークの再構築等が進められている。

（ 5）バスの利便性の向上
バスについては、公共車両優先システム（PTPS）やバスレーン等を活用した定時性・速達性の向
上、バスの位置情報を提供するバスロケーションシステム、円滑な乗降を可能とするICカードシス
テムの導入等を行い、利便性の向上を図っている。

	 図表Ⅱ-5-3-2	 	 路面電車南北接続事業（富山市）

第１期（延長0.16km）：平成27年3月14日開業

富山駅前
電停富山駅電停

新幹線：平成27年3月14日開業在来線：平成31年3月4日切替

富山駅電停

富山地方鉄道㈱富山軌道線富山ライトレール㈱富山港線

第２期：令和元年度末に完成予定

富山駅電停 南北接続のイメージ富山駅

南北接続

丸の内

環状線化

稲荷町

不二越

大泉平成21年12月開業

資料）富山市
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